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おりであろうが、本件の場合には、放射能被害（とりわけ低線量被曝による）につ

いての科学的知見の不確実さが残ること、その結果､博門家」のなかでも安全

基準についての意見が分かれること、今回の事故を通じて、政府等の公的機関

や「専門家」「科学者」に対する国民の信頼が崩壊し、「科学的合理性」なるも

のへの強い懐疑が存在することなどを踏まえ、また、低線量被爆については、

科学的知見には不確実さが残るが、その危険性は重大であり、もし、それ力覗

実化した場合に生じうる被害は深刻なものとなるから、いわゆる「予防原則」

の視点から「合理性」を判断すべきである。

第1章被害論
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Ⅳおわりに

§これまで、深刻な被害を出してきた公害や薬害等では、裁判による賠償と自

主交渉、さらには各種の制度要求が結合されて救済が実現されていっている

(例えば、イタイイタイ病事件では､判決後の交渉により、被害者の救済､艇作物被害の補

償と汚染土壌の復元､発生源対策等に関する協定が結ばれ､それに基づく取り組みが成果

を上げている)。これらと同様に、本件でも（あるいは､従来の公害等のケース以上の

意味において)、訴訟による救済と自主交渉、ADRによる救済、制度的要求の組

み合わせが考えられるべきであろう。今回の事故の特質として、原発ADRが

作られたことが挙げられる。この仕組みがこれまで果たしてきた意義と限界や

問題点を検証し、今後、被害救済の仕組みとその役割分担をどう改善していく

のかが問われている（この点は第5章参照)。また、本件被害の場合、その広範性

や、さらには継続性からみて、その回復のために必要な措置は多様かつ大規模

なものとならざるをえないが、それらをすべて損害賠償の形で実現することは

不可能であり、これまでの公害等の事例以上に、国や自治体等による制度的対

応が重要となる。この制度的措置に関しては、現時点でなされている措置(放

射線物質汚染対処特措法による除染、原発事故子ども・被災者支援法等）の現状と問題

点や限界の洗い出し、新たな制度要求の具体化等の作業が必要であり、そのよ

うな全体としての救済措置のなかで損害賠償が占める位置を見極めていくこと
が必要となる。

I序

1避難被災者（被害者）の状況

(1)未だ生活の再建ができない膨大な数の避難者
I

福島第一原子力発電所事故（福島原発事故）から4年余が経過した。この間、
被害者(被災者）に対する国の施策、たとえば､原子力災害対策特別措置法に基
づく避難指示区域の設定と再編、除染対策､原子力損害賠償紛争審査会(原賠審
と略称することがある）の設置による賠償指針（中間指針）の策定と原子力損害賠
償紛争解決センター（原賠ADRと略称することがある）による和解の仲介などの
施策、そうして東京電力(東電)の対応措置としての被害者に対する損害賠償の
支払いなどが進められてきた。しかし、被災者の困難な状況はあ室り改善され
ていない。その最たるものが避難生活である。被災者の避難状況に関する報告
によると（福島県災害対紫本部の即報第13狸報、2014年12月26日現在)、県内避難
者75.796人、県ﾀ健難者(2014年11月30日まで)45‘934人、避難先不明者は50
人、（集計の時期によって若干の相違が生ずるｶｩ合計121,780人となっている。
これらの膨大な数の避難被害者が最も強く望むのは、避難生活からの生活の
再建であり、それを実現させることが国および関係自治体の何よりも急がれる
重要な課題である。そのために、復興の加速化が決定された(2013年12月20日、』）

閣議決定)。元の市町村の復興が可能であり、それが加速化され、元のように
(あるいはそれに近い形で>居住し生活できる故郷(ふるさと）・自宅への帰還の促
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1「包括的生活利益」の侵害と損害zx

害と被害の類型は交通事故であり、そこでの損害賠償請求は、人身損害にして
も、物的損害にしても、個別事故における個別的損害の賠償請求としてあらわ
れるので、賠償されるべき損害が個別的損害項目ごとに把握され、裁判例が積
み重ねられ、損害賠償法の中心となる損害賠償体系が形作られることになった｡
しかし、交通事故損害賠償においても、賠償基準は事案の性質に応じて多様化
や修正が加えられており、裁判例でも損害事実説によって説明できる(その方が
適切な)事例も少なくな乳医療事故判例にも同様の傾向があらわれてい乳
これに対して損害事実説は、法益によって生じた不利益そのもの、あるいは
こうむった不利益として主張されている事実そのものを損害ととらえる考え方
である。学説上、有力な立場であり、裁判例上も、公害薬害や水害の裁判例で
は包括的損害方式をとるものが多いが、これらの裁判例は損害事実説により親

14）

近性を有する。

要するに､判例の立場に立っても、また学説の立場に立っても、損害項目別・
金銭的差額説によってすべての損害賠償問題の解決をはかろうとすることは妥
当でないといえよう。本件原発事故についても、本件不法行為の加害と被害の
実態を踏まえ、それらの態様に応じて損害論を組み立てる必要があると思われ
る。

』5）

郷を失ったこと」などと答えられるであろう。このような日常用語レベルでの
被害を、法的な損害賠償概念に翻訳するとき、上記中間指針の個別損害項目の
ような、主として交通事故賠償によって形作られた、既存の損害賠償法の仕組
みによって表現しきれるであろうか。原発事故によって侵害され破壊されたの
は、根本的には日常生活そのものであり、そこから様々な具体的な損害が生じ
る。中間指針のように、政府避難指示区域を媒介とし、相当因果関係に直結さ
れた個別的・差額説的損害項目の枠組みからアプローチするのではなく、本件

』6｝

原発事故によって侵害された権利法益を問い、そこから賠償されるべき損害項
目を導いて金銭化するのとでは、事案に適合した法的構成の点でも、その結果
としての損害賠償額においても違いが生じるのではなかろうか。
それでは､「地域での元の生活を根底からまるごと奪われた｣本件原発被害の
実態を、どう法的に表現すればよいであろうか。

（2）法的には

損害事実説によれば､「地域での元の生活を根底からまるごと奪われた」こと、
すなわち、平穏な日常生活(家庭生活､地域生活､職業生活など)を奪われたことが、
損害である。差額説をとっても、法益の差としてとらえる考え方によれば、侵
害行為がなかったならば惹起されなかったであろう状態から侵害行為によって
惹起されている現実の状態の差(黛形の損害）であり、それは平種な日常生活の
喪失であ2.平穏な日常生活を営む権利は､原賠法によって保護されるべき権
利法益（自由権､生存権､居住権､人格権､財産権を含む)であり、「包括的生活利益
としての平穏生活権」（包括的平穏生活権）と呼ぶことができる。
もっとも、「平穏生活権」という権利概念は、吉村封樗が識,需匡鉤ﾁ･トス,‐18）

イ
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Ⅲ本件原子力事故によって引き起こされた権利法益の侵害

1本件原発事故によって侵害された基本的な権利法益

（1）侵害された基本的な権利法益

未曾有の本件原発事故によって侵害された被害者のもっとも基本的な権利法
益はなんだろうか｡この点を避難中の被害者に問えば、跨跨なく「地域での元
の生活を根底からまるごと奪われたこと｣、「家族離散による生活の破壊｣、「故

》う権利概念は､吉村教授が論じられたよう催、

町被害者の実態醐査であるが、早稲田大学東日本大震災復興
鳥報告壽j(2013年8月）参照。

15>詳細な被害の実態については、浪江
一一‐．~~.ー”'一、．ー シ､●'''‘、‐rl1眉四八手凝lゴ争天瑳火復興

支援法務プロジエク}・『浪江町被害実態報告詞〈2013年8月）参照。
16)潮見・前掲注8)42頁は、自主的避難についてであるが、「政府による指示」の有無は過大視されるべきではないと指摘する。

17)調見・肪縄柱8)'16頁以ドは、『平握生活梅jの視点とこのような法益状態の「差」から、「その
鼈奴で平厘に生活する祷利」（悪窪考の場合に准迩その地域で耶裳活動を展聞する犠鋤と捉え．『犠
利侵害（ここでは平擢生活権の優書）がなければ､絃筈老力鍵在腿かれても念るであろう挟態』を全壊
によって価値的に案魂するための剖腿としての銭謹懲俄を牌怨することこそ力敏要－これは毫劃
説と矛盾するものではない－と述べられている。礎来の平狸生活椎をその吉主開いている糞でも
堂の周硲とは郷なるが、趣旨Iま同じと解ぎれる．

18)吉付良一『『平廻生活樹の斌義j｢行玖と昼呉の権利』("Wt文化社､鋤'11年)2"質以下．

12）人身損害についての死慨損報硫雪事実説によって説明できよう｡交通事故賠償の場合の逸失
利益について､下織審裁判実務は一般に程働能力喪失説をとっているが、これも諒鋤能力という法益
に生じた妥失というｲﾐ利益を撤警ととらえているから、損害事実税的な損答のとらえ方ということ
ができる雲逓高裁判例には､金銭差額蕊をとりつつ､稼働能力説にも一定の理解を示したとみられる
判決もある。最判昭和56･12･22民集35巻9号1356頁、最判平成84･25民集50巻5号1221頁。
13〉最判平成112．25民集53巻2号235頁など。
14）淡路剛久r不法行為法における権利保障と損害の評賦（有斐閣、1984年）で簾じた。
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件原子力事故(｢…作用等｣）によって侵害された法益は、地域において平穏な日いくつかの意味で用いられているので、従来の「平穏生活権」の意義と本件の
常生活をおくることができる生活利益そのものであることから、生存権、身体｢包括的生活利益としての平穏生活権｣の意義について､述べておく必要がある
的・精神的人格権－そこには身体権に接続した平穏生活権も含まれる－お

う。
よび財産権を包摂した「包括的生活利益としての平穏生活権」が侵害されたケ

2従来の「平穏生活権」と「包括的生活利益としての平穏生活権」ースとして考えることとしたい。
なお、本件においても、後述するように、「身体権に直結した平穏生活権」侵（1）従来の平穏生活権一二つの場合 害のケースがある。

従来、「平穏生活権」は二つの場合に用いられてきた。一つは、騒音被害事件
や嫌忌施設による生活妨害事件のように、精神的平穏が侵害される場合であり、
その被侵害利益は、主として精神的人格権である。もう一つは、廃棄物処分場3「包括的な生活利益としての平穏生活樹の侵害による損害（1）どのような特徴的な損害類型を導くか
や遺伝子組み替え施設などから人体に有害な汚染水や病原体が流出し生命．身
体に被害を受けるのではないかという深刻な恐れ・危倶による人格権侵害のよそれでは、本件原発事故によるこのような権利法益の侵害は、金銭評価のた

めの個別的不利益としてどのような特徴的な損害類型を導くであろうか。本稿うな場合であり、その被侵害利益は身体的人格権(身体権)に接続(直結）した平
では、原賠ADRや福島原発賠償訴訟において主張されている主要な損害(個別

穏生活権である。
性が強い営業損害や就労不能等による損害を除く）として、次のようなものがあるとわたくしは､後者について､かつて次のように述べ製｡第一に､｢単なる不安 指摘した。

感や危倶感ではなく、生命、身体に対する侵害の危険が、一般通常人を基準と
(il被害者住民が、高濃度汚染地域にとどまっていた間に放射能汚染に曝露しして深刻な危険感や不安感となって精神的平穏や生活を侵害していると評価さ
たことによる深刻な健康影響の不安（危倶感)、(ii職害者住民が避難生活中に被れる場合には、人格権の一つとしての平穏生活権の侵害」となる。第二に、「平

穏生活権は、生命、身体を法的保護の対象とする身体権そのものではないが、つた、そして被りつつある精神的損害、(曲j放射能汚染によって元の地域から他
の地域へ移住を余儀なくされた被害者住民の地域コミュニティの喪失（地域生生命、身体に対する侵害の危険から直接に引き起こされる危険感、不安感によ
活利益の喪失と精神的苦痛)、6v)移住を余儀なくされた被害者住民が他の地域で居って精神的平穏や平穏な生活を侵害されない権利、すなわち、身体権に直結し

た精神的人格権であるから、身体権に準じた重要性を有する…｣。この論考に住するための不動産損害、(v)環境損害（エコロジカル損害とも呼ばれる)。
おいては、身体権に直結した平穏生活権の侵害は、身体権の侵害の場合に準じ （2）新たな損害類型についての考え方
て差止請求権を生じるとしたが、損害賠償請求についても（要件は少し異なるか

そこで、前記それぞれの損害類型についての考え方を要約的に述べておこう。もしれないが）同様に解されるであろう。
(ilであげた損害には二種類ある。一つは、避難中に高濃度汚染地域で被曝し
たときの恐怖感であり、もう一つは、そのときの被曝が将来健康被害を引き起（2）本件における身体権に直結した平穏生活権の侵害 21）

こすのではないかという深刻な危倶感である。前者は、「恐怖の慰謝料J(日航吉村教授は、本件原発事故の損害論を上記「身体権に直結した平穏生活権」
侵害のケースとして構成する考えを提示きれてい賢が､わたくしとしては､本ジャンボ機墜落事件で提起された)の問題としてとしてとらえることができよう。祷若仕一「島仕途1－古鐘旨1÷_垂誰一,R4〃…，－－－，－，－．‐

！

I

ジャンボ機墜落事件で提起された）の問題としてとしてとらえることができよう。
後者は、「身体権に直結した精神的人格権」の侵害と考えられるべきであり、被
曝の程度によっては賠償されるべき損害と解されよう。

（Ⅱ)は、避難慰謝料と呼ばれ、伝統的損害論では精神的損害の問題として解決

謂求権」判例タイムズ1“2号（2001年)l"頁以下、同
公害31巻2号（“年）9頁以下。

１
１

釦）吉村・前掲注4）56頁以下。

４
‐
１
‐
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指針が依拠したとする交通事故モデルでも、生活費増大分は含まれていないと
考えられる（入院雑費等などは別に損害填補される)。したがって、月額10万円の
精神的損害賠償の増額事由として評価しないのであれば、地域コミュニティ生
活享受権の侵害の一つの事由として評価する必要がある。
②相互扶助・共助・福祉機能複数世代家族内、集落共同体内で互いに面
倒をみあい、防災・防犯を担いあい、福祉的役割を果たしてきた。財産的側面
と精神的側面の両方がある。仮設住宅における避難生活では、この役割が大幅
に失われ、家族の分断による生活費の増加、精神的苦痛、老齢者や被介護者に
ついての共助の喪失による外部施設への委託による財産的費用の増加、精神的
苦痛などが生じている。ふるさとに帰れないことになれば、これらの利益を究
極的に喪失する。

③行政代替・補完機能旧村落から維持されてきた「区」を中心とした活
動など、清掃やまちづくりへの参加。これらは、集落の一体性という精神的安
定と安,t､を維持していたが、これらが失われたことによって精神的苦痛や精神
的安定への侵害を被った。

④人格発展機能．隣近所や地域の交流、集会や祭りなどの行事への参加な
ど。地域コミュニティは、子ども、若年者にとっては人格形成と発展の機会で
あり、成人にとっては精神的平穏・精神的安定を保つ機会である。精神的側面
が強い。

⑤環境保全・自然維持機能水田や畑の利用と維持、里山の維持と管理は、
自然環境を享受するという個人的利益のみならず、集団的利益、公益的利益を
も喪失させた。財産的損害と精神的損害が生じる。

地域コミュニティの破壊と喪失は、以上のような法益を失わせるだけでなく、
瞥方垂雲饗害耆E軍刻なｽﾄﾚｽや精神的苦慮毒墓･~建忠為
掲・『浪江町被害実態報告罰（30頁以下､59頁以下）には、自由記載欄において、
コミュニティを喪失した町民の心情、家族関係の破壊、人間関係・社会機能の
破壊、高齢者にとってのコミュニティ破壊、自然環境の破壊についての苦痛に
満ちた心情等が語られている。自死事件に関する福島地裁平成26年8月26日
判決は、ある避難者の自死という不幸な事案に関するが、被害者が自死に至っ
た故郷喪失の心理的ストレスを詳細に潔定している。
以上のような被害を直視すれば、地域コミュニティの喪失は、賠償されるべ

されるが、その内容は避難生活を余儀なくきれたことから生じる精神的損害で
あり、従来の不法行為事例ではほとんど経験したことのない被害である。原賠
審の中間指針は、交通事故の場合の自賠資保険における入院の慰謝料を参考と
した(それよりも少し下げて、一人当たり月10万円)が､避難生活の精神的苦痛と不璽》
便および経済的負担などは交通事故の入院事例とは著しく異なるであろう。そ
の被害の実態をあるがままに把握し、賠償額に反映させる必要がある（原賠
ADRへの申立や訴訟では、増額が主張されている)。

6ii)の地域コミュニティ喪失による損害は、「包括的生活利益としての平穏生
活権」に包摂きれた「地域生活を享受する権利」〈地域生活享受権)の侵害の結果
として生じた損害である。地域コミュニティは､広範､多面的､複合的な役割．
機能を果たしており（経済的･財産的側面から社会的、文化的､精神的側面まで、また、
個人的.私的利益の側面から集団的利益や公的利益の側面まで)、地域住民にとってそ
の全体が法的利益であり（包括的生活利益としての平穏生活権を構成する重要な権利
利益の－つである)、地域生活享受権とも称すべき権利である。このことは、最

露）

近の文献や調査が明らか}こしている。

このような地域コミュニティの破壊と喪失は、一方で、これまで享受してき
た地域生活利益という法益を失わせる。地域生活利益には次のような法益が含

溌）

まれている。

①生活費代替機能コメ、野菜、飲料水などの自給・交換。財産的側面が
強い｡中間指針では、月10万円の精神的損害の慰謝料に生活費増大分が含ま
れていると説明しているが、含まれているとする根拠が明確でないだけでなく、

１
１

故}こついて正確な情報が与えられなかったため、避難途上高
み“…＝､伽.,一睡垂，弁一価鍵営暮泥弛匡の住民は、居住地域W〃いｰ←U－Gーー．.｡一一ー‐一‐．ｰ‐

濃度汚染地鮫への避甦を余儀なくされ､放射の汚染に曝露した。飯篭村長泥地区の住民は､居住地域
が、（旧）警戒区城と同程度の汚染レベルであったにもかかわらず、（旧）計画的避碓区鮫に指定きれ
て即時の遊雄指示がされなかったため、40日余りその地地に滞在し、汚染に曝露した。このような
ケースでは、被災者は、将来にむけて深刻な身体的被害の恐れ・危倶を有するであろう。また、高濃
度汚染地域に滞在中その事実を知ったときの恐怖感は、「恐怖の慰謝料」として、それ自体として賠
償きれるべきではないかと考えられる。淡路・煎掲注4）5頁で述べた。
2）この点に閥する中間指針の問題点については、浦ﾊI道太郎「原発事故により避難生活を余儀なく
きれている者の慰鉗料に関する問題点」環魂と公害43港2号（2013年）9頁以下、吉村良一『原子
力損害賠償紛争審査会『中間指針」の性格一審議経過から見えてくるもの」法律時報86巻5号

Ｉ

2
３
Ｄ
ｄ
、
。
‐
ｋ
Ｂ
Ｔ
１
日
も

("14年)134頁以下。

23）淡路・繭掲注4〉で述べた。

24）淡路・前掲注4）参照。
I
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麓）

き精神的損害ないし無形の損害と理解されるべきである。

㈹については、まず、居住用不動産損害として失った法益はなにかが問われ

よう。居住用の不動産（宅地、家屋）は、所有利益という法益と利用利益という

法益によって二重包装されているが、本件原発事故被害地域における不動産に

ついて第一次的に発現してきたのは､「居住生活利益」としての利用利益である。

住民は、長期間、相双地域において、居住生活利益を享受してきたのである。

これは「包括的生活利益」に包含されている法益の一つであり、これを「居住

生活権」と呼ぶことができる。したがって、不動産損害として住民が失った法

益は、不動産所有権だけではなく、土地建物の利用利益を目的とする居住生活

権ということになる。

居住生活利益は、事故により侵害された包括的生活利益に含まれていた法益

の一つであり、賠償額算定のための重要な損害項目である。不法行為法の目的

は、不法行為がなかったならばあったであろう状態にできる限り戻すことであ

り（原状回復の目的ないし理念)、金銭賠償主義の下では原状回復を可能とするよ

うな損害賠償の算定がなきれるべきである。居住生活利益の侵害は、財産権の
侵害であるだけでなく、生存権、人格権の侵害でもあり、その原状回復は、生

活保障（生活の再建を可能とする簸小限の保障）をも目的としなければならない。

なお、差額説でも、法益状態の差額と考えれば、基本的に同じになろう。

原状回復の方法としては、原物自体を回復きせる原物賠償の方法（日本民法の

金銭賠償主義-722条･417条一の下では否定きれる)、喪失した法益の交換価値

を評価してその回復としての賠償をする方法、利用価値を評価して賠償する方

25）原賠審自体、第四次追補で、「最然的に帰還するか否かを問わず、『長年住み慣れた住居及び地域
が見通しのつかない長期にわたって帰還不能となり、そこでの生活の断念を余儀なくされた精神的
苦痛詞を一括して賠償することとした」として、コミュニティ喪失I二よる鞆神的否痛が､精神的損
害賠償の対象となることを認めている(1000万円の一括賠償)。地域生活の断念を余儀なくきれたこ
とによる精神的苦彌が箱神的損害の対象になることを明示的に述べたことは妥当と考えられるが、
指針が認めたこの一括賠償の性磁がそれにあたるかどうかは、（必ずしも明確ではないが）疑問であ
る。

政府避難指示区域が三つの区域に再編きれたことは本文で述べたが､第二次追補では、その時から
『第3期」ときれ､三つの区域のうち｢帰還困難区域」については、第3期の慰謝料として一人600万
円の精神的損害の賠償が認められていたが、それは避難慰謝料の前払いと解されよう。それと第四
次追補の一括賠償1000万円とが、期間経過前部分については額の調整がきれているのであるから、
この鰭償はやはり避難慰謝料の前払いとしての性質をもつと解きれるのではないか､と思われる。そ
れに加えて、この蒲神的損害には本文で述べたような様々 な地域生活利益を失ったことが考慮され
ていない。

秀一一

1「包括的生活利對の侵害と損害z7

法、原状回復ないしそれに近い状態を回復するための費用を評価して賠償する
方法などがあ胃｡市場経済のもとでは､喪失した財物の価値は多くの場合に市
場における交換価値に化体されていると解されるから、喪失した財物の価値を
市場の交換価値によって金銭評価する方法が一般的である。しかし、原状回復
を目的とする損害の金銭評価の方法は、それに限られるわけではなく、喪失し
た財物の利用価値が損害と解される場合もある。本件は、居住生活利益の喪失
(居住生活権の侵害)が正面にでてくるケースであるから、原状回復の目的ないし
理念に従い、出来る限り元の居住生活に近い状態に戻せるような賠償方法（窪
田．注26）文献は原状回復費用の賠償と呼ばれる）が検討されるべきである。
(v)の環境損害は、放射能汚染された自然としての森林、原野、野生動物の汚
染からの回復の問題として、今後に課題が残されている。

(あわじ・たけひさ立教大学名誉教蓑）

田充見『餓子力發電所の事故と居住目的の不動産に生じた損頁以下〔本書第3庫3〕勤
’
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